
Session 2024 Fall Meeting

©Atomic Energy Society of Japan

Planning Lecture | Technical division and Network：Thermal Hydraulics Division[Co-organized by
Computational Science and Engineering Division]

Thu. Sep 12, 2024 1:00 PM - 2:30 PM JST | Thu. Sep 12, 2024 4:00 AM - 5:30 AM UTC Room
H(Recture RoomsB 1F B102)

[2H_PL] Progress of CFD in nuclear thermal hydraulics

Chair:Yoshihisa Nishi(CRIEPI)

[2H_PL01]
Application of CFD into Risk Assessment
Quantification of Uncertainty

*Takashi Takata1 (1. UTokyo)

[2H_PL02]
Progress of CFD in Research Institute
Current Status and Future Development of Mechanistic simulation

*Susumu Yamashita1 (1. JAEA)

[2H_PL03]
Progress of CFD in Industry
Application to Reactor Vessel pressure loss evaluation

*Tomoaki Ogata1 (1. MHI)

[2H_PL04]
Deployment of Thermal Hydraulics CFD Technologies for Sodium-cooled Fast Reactor
Development

*Masaaki Tanaka1 (1. JAEA)



2H_PL01 
2024年秋の大会 

2024年日本原子力学会           -2H_PL01- 

熱流動部会セッション[計算科学技術部会共催] 

熱流動 CFD 技術の進展 
Progress of CFD in nuclear thermal hydraulics 

CFD 技術のリスク評価への発展 －不確かさの定量化－ 

Application of CFD into Risk Assessment - Quantification of Uncertainty - 
＊高田 孝 1  

1東京大学 
 
1. はじめに 
 リスクは「目的に対する不確かさの影響」と定義される[1]。（ISO 品質マネジメントシステム[2]でも、ほぼ

同様に「不確かさの影響」とされている。）原子力発電所の場合、リスクの定義における目的は、原子力安全

（人と環境を放射線の有害な影響から護る）となる。不確かさの影響は、起こり得る事象及び結果の組合せ

について述べること[2]や、リスクトリプレット（シナリオ、頻度、影響）[3]によって表されるものといえる。 
 原子力分野における安全性評価において、熱流動 CFD の果たす役割は重要である。リスク評価は、発生頻

度（確率）評価に着目されがちであるが、様々なシナリオの分析や効果的なアクシデントマネジメント（AM）

の実施も含め、多岐にわたるリスク情報が重要となる。近年開発が進んでいる、プラントシステムの時刻歴

変化も考慮した動的リスク評価は、これらリスク情報の活用において重要な役割を担っている。 
  
2. 確率論的リスク評価（PRA）と熱流動 CFD 
 確率論的リスク評価（Probabilistic Risk Assessment, PRA）は、原子力発電所における効果的なリスク評価手

法の一つである。原子力発電所における PRA では、炉心損傷に至るまで（レベル 1）、格納容器機能喪失に至

るまで（レベル 2）および放射性物質の敷地外放出に伴う環境影響評価（レベル 3）に大別される。図 1 にレ

ベル 1PRA の評価の流れを示す[4]。 

 
図 1 PRA 評価のフロー（内的事象レベル 1）[4] 
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レベル 1PRA の場合、炉心損傷に至るまでのシナリオは、イベントツリーの各分岐（ヘディング）で示され、

分岐確率はフォールトツリー手法により評価される。PRA においても、熱流動 CFD（主に動特性解析やシビ

アアクシデント評価ツール）は重要な役割を担っており、例えば成功基準（イベントツリーの終状態として、

安全停止や炉心損傷を判断する基準）を評価するための解析や、代表的なシナリオにおける放射性物質の放

出量やその種類の評価（ソースターム評価と呼ばれる。レベル 2PRA で評価）に用いられている。 
 PRA では、シナリオをイベントツリーの形で扱い、その順序を工学的判断で決定する。このため、ヘディ

ングの発生時刻やその生起順序の観点が不足している。これを補う目的で動的なリスク評価手法の開発が進

められている。 
 
3. 動的リスク評価と熱流動 CFD 
 動的リスク評価では、様々なシナリオでのプラント状態を熱流動 CFD により評価することで、終状態の分

類やその発生確率、リスク重要度指標等を評価する。具体的な評価ツールとしては、ADAPT[5], RAPID[6], 
CMMC 法[7], [8]等が挙げられる。一例として図 2 に CMMC 法の概要を示す[7]。 
 

 
図 2 CMMC 法の概要[7] 

 
 熱流動 CFD では、イベントツリーにおけるヘディングをモデル化し、その時刻におけるプラント状態を考

慮したヘディングの生起確率をもとにモンテカルロサンプリングを行う（図 2 左下）。この結果、ヘディング

の発生時刻やその生起順序の不確かさも含めたリスク評価が可能となる（図 2 右下）。 
 動的リスク評価の例として、CMMC 法を用いたナトリウム冷却高速炉における積雪時のリスク評価結果を

図 3 に示す。ナトリウム冷却高速炉では、空気冷却器を介した自然循環により崩壊熱の除去が可能であるが、

積雪に伴う空気冷却器入口の閉塞が崩壊熱除去を阻害する可能性がある。これに対する AM の一つとして、

定期的な除雪を検討した。解析では、異常な降雪に伴い、全交流電源喪失（Station Blackout, SBO）が発生し、

炉心緊急停止が成功した後、自然循環による崩壊熱除去が機能している状態を初期としている。事象進展と

して、積雪に伴う空気冷却器（3 台）の機能喪失、除雪による機能回復（除雪成功確率は、アクセスルート確

保も含め 0.5/demand とした）を SBO 発生後 24 時間まで 1000 サンプル評価した。 
 解析結果の例（炉心出口温度履歴（50 サンプル）および炉心出口最高温度の累積度数）を図 3 に示す。 
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 (a) 除雪なし (b) 除雪有（8 時間毎） 

 
(c) 炉心出口最高温度の累積度数（解析時間：24 時間） 

図 3 CMMC 解析結果例[7] 
 
 図 3(a), (b)中の黒実践は空気冷却器が完全に機能した状態である。除雪が無い場合（図 3(a)）では空気冷却

器機能喪失に伴う炉心出口温度の上昇が見られている。一方、除雪（8 時間毎に実施）を考慮した場合（図

3(b)）、除雪に伴う空気冷却器の機能回復により炉心出口温度が低下している。また、それぞれの最高温度の

サンプリングにより、炉心損傷（例えば炉心出口温度 650 度以上で損傷を仮定）の確率評価が可能となる。 
 動的リスク評価の利点の一つとして、図 3(b)に示す通り、AM の実施時刻も含めたの効果の定量化が容易

であり、効果的な AM の実施に資することが可能となる。また、熱流動 CFD では BEPU（Best Estimate Plus 
Uncertainty）を含めた統計的安全評価が行われている[9]。統計的安全評価は広義にはリスク評価の一種であ

り、従来は確率論的リスク評価とは分けて実施されていたが、動的リスク評価では、融合的に実施可能とな

る。 
 一方で、ヘディングの増加やサンプル数の増加に伴う計算負荷や、動的リスク評価におけるリスク重要度

に関する研究が挙げられる。前者については重みを用いたサンプル低減[10]や、サロゲートモデルを用いた効

率化[11]が、後者についてはリスクトリプレットを考慮したリスク重要度指標の検討[12]が進んでいる。 
 
4. おわりに 
 熱流動 CFD 技術やリスク評価は、原子力発電所における安全性の評価に重要な役割を担っている。熱流動

CFD とリスク評価との融合は、リスク（目的に対する不確かさの影響）を数値的に定量化することが可能で

あり、今後より一層発展させることで、合理的で効果的な安全性向上に寄与することができる。 
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熱流動部会セッション[計算科学技術部会共催] 

熱流動 CFD 技術の進展 
Progress of CFD in nuclear thermal hydraulics 

（２）研究機関における CFD 技術の進展 -機構論的解析の現状と今後の展開- 

(2) Progress of CFD in Research Institute - Current Status and Future Development of Mechanistic 
Simulation - 
＊山下 晋 1 

1JAEA 
 
1 はじめに 

原子力熱流動分野においては、過酷事故（SA）時に対する SA 解析コード[1, 2, 3]や炉心設計におけるサブ

チャンネル解析コード[4]などによる数値シミュレーションが活用されている。これら解析コードでは、解析

時間の制約により、多相流挙動などに対して、実験相関式など経験的なモデル、空間的に平均化・簡略模擬

化した方程式を用いて高速に解析する手法が用いられる。これらの解析手法を新型炉開発などに適用するに

は、経験的なモデルの適用性確認などのために、新たな実験結果による評価が求められることから、費用・

時間の面で多大なコストがかかる。そこで、Computational Fluid Dynamics (CFD) に基づき経験的なモデルや

平均化した方程式を用いない機構論 1的解析により参照解 2を求めることで、これを試験の代替として実験相

関式などを評価することが期待されている。 
JAEA では上記の期待に応えるため、機構論に基づく多相多成分詳細熱流動解析コード JUPITER [5]を開発

している。本報では、JUPITER を SA 時の BWR 燃料集合体溶融物移行挙動解析と定常時の BWR 燃料集合体

内部の気液二相流解析へ適用した事例を紹介する。事例を通じて抽出した CFD 解析を参照解コードとして利

用するための課題を述べるとともに、今後の展開について紹介する。 
 
2. JUPITER の概要 

JUPITER では，多相多成分の非圧縮性粘性流体を対象に，支配方程式である連続の式、Navier–Stokes 方程

式、エネルギー方程式および界面捕獲方程式を直交直線格子で離散化することにより Euler 的に流れ場を解

析する。よって、経験式を用いることなく支配方程式に忠実に流れ場を解析することができる。多相多成分

流問題では、変形する自由界面の表現手法として、Euler 的解析手法において広く利用されている Volume Of 
Fluid (VOF)法 [6] を用いる。 

高効率な計算が可能な各種数値解法を用いることで、燃料集合体複数体における溶融挙動と気液二相流挙

動の機構論的な解析で求められる数十万並列規模の大規模計算にも対応できる。 

 
3. SA 時の BWR 燃料集合体溶融物移行挙動解析 

福島第一原子力発電所事故では、燃料集合体中の局所的な流路閉塞により生じる水蒸気枯渇が影響した事

象進展など、これまでの SA 解析コードでは対応が難しい事象が出現したことが指摘されている。このよう

な状況での事象進展を評価するため、JUPITER により局所的かつ三次元的に生じる燃料集合体中の溶融事象

を再現することを目指している。JUPITER を用いた燃料集合体中の溶融移行挙動予備解析として、燃料集合

体の一部の燃料支持金具近傍（図中黄色点線内部）に着目した解析体系を図 1 左に示す。領域長は、水平方

向（x, y）に 0.2 m、高さ方向（z）に 0.832 m とし、格子点数は 100 × 100 × 832 とした。速度境界条件は、

x+、x−、y+、y−境界を滑りなし境界、z+面を滑り境界、z−面を流出境界とした。温度境界条件は、x+、x−、y+、

 
1 経験的なモデルなどに依存せず、物理現象を支配する方程式を忠実に解く手法により事象を評価する考え

方 
2 実物を模擬した詳細な数値解析によって得られる信頼性の高い予測結果 
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y−境界を断熱境界、z+面および z−面をそれぞれ 1600 K および 650 K とした。崩壊熱は 106 W/m3 とし、異な

る固体界面間（例えば制御棒材であるステン

レス鋼と中性子吸収材との間）で生じる共晶

反応および水蒸気酸化反応を考慮した。 
図 1 右の黄色部分は溶融物分布を示し、炉

心支持板上や燃料支持金具内部へ移行する挙

動が確認できる。また、制御棒が位置した領

域はほぼ全て溶融していることが分かる。こ

れは、制御棒の材料であるステンレス鋼と中

性子吸収材の共晶反応により融点が低下し、

制御棒から先行して溶融したためである。本

解析結果より、共晶反応、水蒸気酸化反応を

考慮し、三次元の複雑な構造物中の溶融移行

挙動を安定して解析できることを確認した。 
 
4. 定常時の BWR 燃料集合体内部の気液二相

流解析 
燃料集合体内部の気液二相流の評価で用い

られる、二相流モデル、実験相関式評価を目

的として、JUPITER の燃料集合体内部の気液

二相流への適用を進めている。JUPITER の燃

料集合体中における気液二相流解析の実現性

を調べるために、4×4 模擬燃料集合体中の気

泡流解析を実施した [7]。図 2 左に示すよう

図 2 模擬燃料集合体中の気泡流解析結果 [7]。計算

体系（左）、気泡分布（右） 

Cap  
bubble 

図 1 模擬燃料集合体中の溶融物移行挙動解析結果。解析体系（左）、溶融物分布（右） 
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に、計算領域の長さは、水平方向にそれぞれ 56 mm、高さ方向に 1500 mm とし、格子幅は 1 mm とした。計

算体系下部の緑色の流入口から空気を流入させ、その周囲から水を流入させた。上部境界は流出境界、水平

方向速度境界条件は滑りなし条件とした。なお、本解析では気泡流挙動のみに着目し、断熱体系として相変

化は考慮していない。 
既往の実験結果 [8] と同じ見かけ流速（空気 0.034 m/s、水 0.1 m/s）で流入させた時の解析結果を図 2 右

に示す。図より、実験結果と同様に分散気泡およびキャップ状の気泡を確認した。実験では、気泡径は解析

結果よりも小さい。また、実験における気泡流の方が、解析結果よりも気泡の分散傾向が強いことが分かっ

た。これらの原因として、主に以下の原因が考えられる。 
1. 気相の流入境界条件の再現度：実験体系の領域を計算体系と同一の領域で比較する場合、実際の気相流

入箇所は不規則であり、その個数および流量は時間的に変動する。一方、解析では規則的に配置された

流入口の全てから気相を一定流量で流入させているため、形成される気泡の大きさなどに影響した。 
2. Volume Of Fluid (VOF) 法による界面挙動評価の特性： VOF 法では同一の計算セル内に複数の界面の存

在を許容できないなどの問題により、実際と比較して気泡の接合が過大となる可能性があり、実際は接

合せず分散した気泡流となる条件においても、解析では気泡が接合して比較的大きな Cap bubble が形成

された。 
 
5. 課題と今後の展開 

機構論的解析結果を参照解として利用するためには、解析手法・結果の妥当性を確認する必要がある。SA
時の事象については、個別事象に対する妥当性確認に加え、種々の事象が複合された条件での妥当性確認が

重要である。これに対して JAEA では、Sandia National Laboratories で実施された Ex-Reactor2-1 (XR2-1) 試験 
[9] および JAEA で実施された Large-scale Equipment for Investigation of Severe Accidents in Nuclear reactors 
(LEISAN) 試験装置による制御棒溶融挙動試験 [10] を対象とした妥当性確認解析を実施している。 
過酷事故時には溶融物の移行挙動に加え、溶融物の移行経路および蓄積挙動に影響を与える構造物の変形

も重要な事象である。これに対しては、現在 JAEA において、構造解析が可能な有限要素法と JUPITER を連

成させた解析プラットフォームの開発を進めている。 
気液二相流解析に対する妥当性確認については、CFD 解析で得られる高解像度かつ瞬時・局所の界面形状

および速度場に関わる詳細３次元データが極めて少ないといった課題がある。CFD 解析結果との比較対象と

して有効な妥当性確認のための試験データ取得、取得のための計測・データ処理技術の開発が必要であると

ともに、界面形状データなどの比較方法、計算結果を「妥当」と判断する基準も含めて、計算結果妥当性を

確認するための方法論の提示が対応すべき課題である。 
気液二相流解析手法においては、界面の接合、分離が過大に評価される可能性があることや、界面捕獲計

算手法として、数値拡散を抑制する機能が十分ではないことが課題としてあげられる。界面の接合などに関

する課題については、気泡 1 つ 1 つを個別に定義することこのような課題に対応できる、Multi-phase 法を適

用した気液二相流解析[11]が試みられている。また、数値拡散の抑制に関しては、計算効率を維持しつつ数値

拡散を抑制できる新たな手法の開発を進めており、これらの手法の適用性を確認していく予定である。 
 

6. まとめ 
研究機関における CFD 解析の現状として、JAEA が開発している JUPITER を SA 事象および燃料集合体気

液二相流解析に適用した事例を紹介した。CFD 解析を原子炉熱流動現象に適用する際、解析手法・結果の妥

当性を確認する必要があり、ここで示した解析手法そのものに対する課題だけでなく、妥当性確認としての

条件を満たす実験データ取得に関する課題も解決する必要がある。これらについては、数値解析技術に加え、

実験、計測技術の発展も不可欠であり、研究機関だけでなく関係各位と協力した取り組みが重要である。 
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熱流動部会セッション[計算科学技術部会共催] 

熱流動 CFD 技術の進展 
Thermal Hydraulics Division 

（3）企業における CFD 技術の進展 －原子炉容器の圧力損失評価への適用－ 

(3) Progress of CFD in Industry - Application to Reactor Vessel Pressure Loss Evaluation - 
＊緒方 智明 1，岡野 匡哲 2，坂本 裕之 3, 竹内 淳一 1 

1三菱重工，2NDC, 3NSE 
 
1. はじめに 

近年、コンピュータ性能の向上に伴い CFD 技術が進展しており、原子炉容器等を対象とした大規模な解析

が可能となっている。これまで、原子炉容器及び炉心の熱流動設計は流動試験を中心に発展してきたが、今

後は流動試験に替わり CFD 技術を活用することが期待される。 
本稿では、原子炉容器内で発生する圧力損失の評価に CFD 技術を適用した例を紹介する。PWR における

原子炉容器の圧力損失は 1 次系流量を決める重要なパラメータであり、従来は流動試験を基に決定していた。

この圧力損失の評価を CFD 技術に代替することで費用及び期間を低減することが可能となる。 
 

2. 原子炉容器入口ノズルの圧力損失評価手法の検討 
原子炉容器の圧力損失に占める割合が比較的大きい入口ノズルの圧力損失（低温側配管からダウンカマへ

流入する際に生じる圧力損失）に対する評価手法を検討した例を示す。 
 
2.1 評価手法の検討手順 

評価手法の検討手順を図 1 に示す。はじめに、原子炉

容器の圧力損失を評価する上で重要となる現象を抽出し、

試験計画および解析モデル作成計画を立案した。 
次に、流動試験を実施し、CFD モデルの妥当性を確認

するためのデータを取得した。ここで、原子炉容器全体を

模擬した大規模な試験では可視計測等が難しく、費用がか

かることから、原子炉容器を部分的に模擬した要素試験を

実施した。 
並行して、要素試験の供試体を対象とした CFD 解析モ

デルを作成し、試験結果との比較により精度を確認した。

CFD の精度が十分でない場合、解析格子を再分割するこ

とで精度の向上を図った。 
最後に、設計案の選定では多数回の解析を実施する必要

があることから、上記で精度向上を図った解析結果を参照

解とし、解析負荷の低減を図った。 
 

2.2 流動試験 
CFD モデルの妥当性を確認するため原子炉容器の低温側配管からダウンカマを要素的に模擬した流動試験

を実施した。原子炉容器の入口ノズルの流れ及び試験装置の概念図を図 2 に示す。ここで、Particle Image 
Velocimetry（PIV）計測を容易にすることを目的とし、原子炉容器のダウンカマを二重円管から平行平板のチ

ャンネル流路に単純化した。また、慣性力が支配的な流れであることから実機と上下を反転した体系とした。 
 

図 1 評価手法の検討手順 

重要現象の抽出 

流動試験 解析モデル作成 

妥当性確認 格子 
再分割 

  
解析精度は十分か？ 

解析負荷低減 

設計適用 

No 

Yes 
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図 2  原子炉容器の入口ノズルの流れ及び供試体の概念図 

 
入口ノズルの圧力損失を評価するうえで重要となる現象としてディフューザ部での剥離、コーナーR 部で

の剥離及び炉心そうとの衝突が抽出されており、これらの現象に対して大きな影響を与える構造因子として

ディフューザ形状（α）、コーナーR 形状（R）及びダウンカマ幅（h）が抽出された。したがって、これらの

構造因子をパラメータとし、圧力損失及び流速分布を計測した。図 3 に PIV 計測の様子及びダウンカマの垂

直断面に対する PIV 計測結果の例を示す。 

 

 
図 3 PIV 計測の様子及び計測結果 

 
2.3 解析モデルの精緻化 
要素試験の供試体を対象とした解析モデルを作成し、Large Eddy Simulation（LES）及び Detached Eddy 

Simulation（DES）モデルによる解析を実施した。図 4 に CFD 解析格子の概要図を示す。円管上流を入口境

界とし、PIV 計測により取得した円管断面の流速分布を与えた。また、チャンネル部下流（ダウンカマ）を圧

力一定の出口境界とした。 
解析格子の作成においては、壁面から第 1 層目の格子の y+を 1 程度とし、伸長比が 1.2 となるよう粘性底

層～遷移境界層にレイヤーメッシュを配置した。レイヤーメッシュ以外の領域を一律に詳細化すると計算負

荷が高くなることから、コロモゴロフスケール等の乱流量を基に格子を再分割し、必要な領域に格子を集中

させることで格子数の低減を図った。図 5 に DES による解析結果の例を示す。 
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図 4 CFD 解析格子の概要図 
 

 
図 5 CFD 解析結果（DES モデル） 

 
主流方向の流速分布及び乱流エネルギーについて要素試験と CFD の比較を図 6 に示す。流速分布は、解

析と要素試験で良い一致を示していることが分かる。また、乱流エネルギーは、LES では断面 X2 においてや

や過大評価しているが、概ね良い一致を示している。一方、DES による乱流エネルギーは断面 X1 において

過小評価しているが、下流においては良い一致を示している。この要因として、DES では剥離による乱れの

発生が遅れ、断面 X1 よりやや下流から乱れが生じたことが考えられる。 
表 1 に CFD による入口ノズル部の圧力損失の評価精度を示す。ここでは、後段で実施した計算負荷低減

後の Reynolds Averaged Navier Stokes（RANS）による結果も併せて示す。DES による圧力損失の評価結果は流

動試験と良い一致を示しているが、LES は最大で 30%の過小評価となっている。この要因として、LES では

壁面近傍の格子分割が不十分であることから、壁面のせん断応力を過小評価したことが考えられる。一方、

DES を使用した場合、壁面近傍に RANS モデルが適用されることから、現状の格子分割でもせん断応力を妥

当な大きさに評価できている。これらの解析結果から、後段の解析負荷低減においては DES による解析結果

を参照解として用いることとした。 
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図 6 CFD と要素試験の比較 

 
表 1 入口ノズルの圧力損失に対する CFD の評価精度 

 

パラメータ CFD の評価精度（%） 

R/D h/D LES DES 
RANS 

デフォルト （調整後） 

基本条件 0.2 0.36 -20% -0.2% 0.7% － 

R 小 0 0.36 -5.4% 0.0% 5.6% － 

R 大 0.4 0.36 -30% 3.6% -10% -5.1% 

h 小 0.2 0.27 -24% -3.0% 2.7% － 

h 大 0.2 0.45 -18% -1.4% -8.8% -4.2% 

※ D は供試体の配管内径 
 
2.4 解析負荷の低減 

DES 等の非定常解析は精度が良い一方で計算負荷が高く、設計案の選定のように多数回の解析を実施する

には不向きである。したがって、DES による解析結果を参照解とし、計算負荷が低い RANS を用いた解析モ

デルを構築した。ここで、原子炉容器の入口ノズルでは流れが炉心そうと衝突し、乱れの非等方性が強いこ

とから、非等方性を簡易的に考慮できる RANS モデルを適用した。 
RANS モデルによる解析結果と試験結果との比較は表 1 に示す通りであり、実機と同等の形状である基本

条件、コーナーR 及びダウンカマ幅 h が小さい場合は 5%程度で評価できていること分かる。しかしながら、

R 及び h が大きい場合は最大で 10%の過小評価となっている。 
この要因として、RANS モデルの一般的な特徴である剥離流における渦粘性の過剰生成が考えられる。つ

まり、低温側配管からダウンカマに流れ込む際に剥離が生じ、この剥離により渦粘性が過剰に生成されるこ

とで流線が滑らかになり、圧力損失が過小評価されたと考えられる。このため、乱流パラメータを調整し、

渦粘性の生成を抑えることにより、R 及び h が大きいケースに対して－5%程度の精度で圧力損失を評価でき

るようになった。 
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3. 実機体系への適用による妥当性確認 
原子炉容器の入口ノズルと同様に下部プレナムに対しても解析モデルの構築を図り、非等方性を簡易的に

考慮できる RANS モデルにより±5%程度の精度で圧力損失を評価できることが分かった。したがって、標準

PWR プラントの低温側配管から下部プレナムを模擬した供試体を対象に解析を実施し、実機体系に対する解

析精度を確認した。 
図 7 に原子炉容器の圧力損失に関する試験結果と解析結果の比較を示す。CFD により原子炉容器の圧力損

失係数を±5%程度で評価できており、要素試験を基に構築したモデルを実機体系に適用した場合であっても

圧力損失係数を精度よく評価できることを示すことができた。 
 

 
図 7 試験結果と解析結果の比較 

 
4. まとめ 

原子炉容器の圧力損失の評価に CFD 技術を活用することにより設計費用及び期間を低減することを目的

とし、図 1 の手順に従い原子炉容器の圧力損失評価手法を検討した。その結果、入口ノズルから下部プレナ

ムまでの圧力損失を±5%程度の精度で評価できる CFD モデルを構築することができた。 
しかしながら、本検討を通じ、壁面近傍の取扱い、効率的な格子生成、乱流パラメータ調整及び計算負荷

低減に関する課題が残された。 
コンピュータの性能が向上した現時点でも LES は計算負荷が高く、特に、壁面近傍の格子不足が懸念され

る。したがって、壁面近傍を適切に取り扱えるモデルを開発するとともに、適合格子細分化法（Adaptive Mesh 
Refinement：AMR 法）等を用いた計算負荷の低減が必要である。また、LES 解析や可視化計測により得た 3
次元データを基に乱流パラメータを調整する場合、データ同化を活用することで客観的、かつ効率的に乱流

パラメータを決定することができる。更に、計算負荷の低減においては、AI を活用したサロゲートモデルに

も期待できる。 
安全性が重視される原子力プラントの設計に CFD 技術を適用する場合、高い評価精度と計算負荷の低減の

両立が要求される。これらの相反する要求を両立させ、CFD 技術を更に進展させるには、上記の課題解決に

向け、適合格子細分化法（Adaptive Mesh Refinement：AMR 法）、データ同化、サロゲートモデル等を組み合

わせた実用的な評価ツール及びガイドライン策定が望まれる。 
 

*Tomoaki Ogata1, Masaaki Okano2, Hiroyuki Sakamoto3 and Junichi Takeuchi1 
1Mitsubishi Heavy Industries, Ltd., 2MHI Nuclear Development Corporation, 3MHI NS Engineering Co., Ltd. 
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熱流動部会セッション[計算科学技術部会共催] 

熱流動 CFD 技術の進展 
Progress of CFD in Nuclear Thermal Hydraulics 

（4）ナトリウム冷却高速炉開発における熱流動 CFD 技術の展開 

(4) Deployment of Thermal Hydraulics CFD Technologies for Sodium-cooled Fast Reactor Development 
＊田中 正暁 1 

1原子力機構 
 
1. はじめに 

日本原子力研究開発機構（原子力機構）におけるナトリウム（Na）冷却高速炉（SFR）の開発では、「常陽」、

「もんじゅ」、JSFR を含む実証炉及び実用炉に対し、機構外で開発された解析コードの導入と併せて、数々

の熱流動解析コード（熱流動 CFD 技術）の開発整備が行われてきた。例えば（以下、派生、関連コード含め

た代表名称）、プラント動特性解析コードに関し、「常陽」の開発では「MIMIR」（1）、「もんじゅ」の開発では

「COPD」（2）及び「HARHO-IN」（3）が整備され、これらを統合して「Super-COPD」に発展した（2）。また、汎

用熱流動解析コード「AQUA」（4）、燃料集合体熱流動解析では、サブチャンネル解析コード「ASFRE（単相流）」
（5）及び「SABENA（沸騰 2 相流）」（6）、更に有限要素法を用いた詳細熱流動解析コード「SPIRAL」（7）が開発

された。安全分野では、高速炉安全解析コード「SIMMER」（8）、蒸気発生器での Na－水反応現象に対応する

「SWACS」（9）や「SERAPHIM」（10）、Na 燃焼解析コード「SPHINCS」（11）、格納容器安全解析コード「CONTAIN-
LMR」（12）、等々の開発整備が進められた。また、「常陽」新規制基準対応では、Super-COPD を主軸として、

局所閉塞事象に ASFRE、BDBA 評価に SAS、SIMMER、Super-COPD（デブリモジュール）、並びに商用 CFD
コード「FLUENT」等が使用された（13）。現在、原子力機構では、民間で実施する SFR を含む革新炉システム

の開発を支援するため、前述の解析コード群や解析経験を含む既往知見を技術基盤として整備し、これを最

大限活用した設計検討や安全評価を実現する統合評価手法「AI（Artificial Intelligence）支援型革新炉ライフサ

イクル最適化手法（ARKADIA）」の開発を進めている（14）。 
本報では、今後の SFR 開発における熱流動 CFD 技術の展開として、「戦略ロードマップ」（2022 年 12 月 23

日改訂）に基づいて 2024 年度から 5 年間で進められる実証炉の概念設計への ARKADIA で整備する熱流動

CFD 技術含む解析評価技術基盤の適用（15）について概説する（ただし、本報では安全分野を除く）。 
2. 実証炉開発への熱流動 CFD 技術の適用 
2-1. 統合評価手法「ARKADIA」の開発 

図 1 に ARKADIA のシステム構成の概念図を示す。ARKADIA は、3 つのサブシステム（最適化を含む設

計検討を支援する「評価支援・応用システム（EAS）」、プラント挙動を解析する「仮想プラントライフシステ

ム（VLS）」、SFR をはじめとする原子炉開発の知見を集約した「ナレッジマネジメントシステム（KMS）」）
で構成され、「AI 支援プラットフォーム（ARKADIA-Platform）」にて統合及び制御される（14）。また、AI 技術

（関連技術含む）の導入による機能高度化や知識ベースの拡充を行うとともに、安全性、経済性等に関する

様々な開発目標に対して、プラント概念創出や炉システムの設計支援を行い、設計及び開発プロセスの変革

を目指している。様々な機能を有する ARKADIA 開発については、2023 年度までは、設計検討に軸足を置い

た「ARKADIA-Design（16）」、安全性評価に軸足を置いた「ARKADIA-Safety（17）」、知識ベースの構築に軸足を

置いた「ARKADIA-KMS（18）」を個別に整備し、2024 年度以降、ARKADIA-Platform の下にこれらを統合し、

個別機能の強化及び拡充と併せて、一つの ARKADIA を整備していく計画である。 
図 2 に、本報で対象とする ARKADIA-Design の構成イメージを示す。ARKADIA-Design では、「統合イン

ターフェース（PSSP）」（19）で EAS、VLS、KMS を結合（連成、連携）する。PSSP は、汎用性の高い Python
言語で作成されたスクリプトで、複数の解析コード等を結合することが可能であり、上位の ARKADIA-
Platform に接続する。 
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図 1 ARKADIA の構成イメージ 

 

 
図 2 ARKADIA-Design の構成イメージ 

 
2-2. マルチレベルシミュレーション技術 

ARKADIA-Design の VLS では、ユーザの目的に応じて詳細度の異なる解析モデルを組み合わせるマルチレ

ベル（ML）シミュレーション技術（19）を基本とする。ML シミュレーションは、図 2 の下層にある VLS に格

納する解析コード群の中から、特定の解析コードを単独で、あるいは複数分野（マルチフィジックス）や複

数スケール（マルチスケール）の解析コードを PSSP で結合及び制御して解析することになる。ML シミュレ

ーションでは、連成解析であっても使用する個々の解析コードは独立しており、それ単独で、解析モデルの

改良やメンテナンス、バージョン管理を行えばよく、解析コードの管理が比較的容易となる。複数の解析コ

ードを連成する場合、物理現象の再現性、収束性及び保存性の観点で、個々の解析コードに対する検証と妥

当性確認（V&V: Verification and Validation）の実施はもちろんのこと、連成解析時の物理現象等の受け渡しに

問題がないこと（連携機能の Verification）、連成解析結果の妥当性（Validation）について確認しておく必要が

ある。現在、この V&V 実施手順の具体化とマニュアル化を検討している。 
2-3. 実証炉開発への ML シミュレーション技術の適用 

安全性強化、開発コスト低減、運用時の経済性向上等を考慮した実証炉を実現するためには、開発プロセ

スの合理化を含めた変革が必要である。従来のような、個別現象（課題）に対応した解析コードを用い、機

器間あるいは現象間の相互作用の不確かさを包絡する保守的な境界条件を設定した解析評価ではなく、ML シ

ミュレーション技術を駆使してプラントの全体挙動を予測し、プラント設計に反映することができれば、機

器毎のモックアップ試験や、システム特性を把握する大規模な総合試験等をシミュレーションで代替するこ

とにより、開発コストを大幅に低減し、開発過程の合理化を実現できる。例えば、タンク型炉である実証炉

では、従来のループ型炉（JSFR 等）に比べて、原子炉容器（RV）の直径が大きく、炉容器内部では熱流動現

象の多次元性が強くなる。プラント全体挙動の把握を対象にプラント動特性解析コード単独で解析評価を行
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う場合、プレナム内の多次元的な熱流動現象を 1 次元モデルに縮約した解析モデル（例えば、多領域モデル

等）の利用が考えられる。また、RV 内の炉心部及び上／下プレナム部（ホット／コールドプレナム（H/CP）
部）を多次元解析モデルとし、RV 内の 1 次熱輸送系に含まれるポンプ、中間熱交換器（IHX）、崩壊熱除去系

等の機器及び 2 次熱輸送系以降の機器等をプラント動特性解析モデルとして連成させることにより、RV 内の

局所的な熱流動現象と併せ、プラント全体の熱流動挙動を同時に把握することが可能となる。このとき、RV
の多次元解析、あるいはプラント動特性解析との連携解析により、プラント過渡時も含めた RV 内の詳細な

熱流動挙動等の情報を取得し、物理現象に関する根拠を得て、縮約モデルを構築することができる。 
共通基盤技術として、図 2 の下層の VLS の中央に配置するように、SFR プラントの設計検討及び安全評価

（主に DBA まで）で用いるプラント全体挙動を評価するための解析コード（ベースコード）として、Super-
COPD の整備を進めている。 

炉心分野では、燃料集合体の健全性評価及び事故時を含めた炉心冷却性評価の他、2026 年頃の燃料仕様の

選定根拠の提示に資することも含め、炉心挙動解析技術の整備を実施している。燃料集合体サブチャンネル

解析コード ASFRE は、FAIDUS 集合体（切り欠き位置：コーナー、中央）の熱流動解析及び局所閉塞事象の

評価に適用可能となるよう整備を進めている。固有安全による自己制御性評価を含む炉心冷却性評価を実施

するために炉心変形とそれに伴う反応度変化を考慮可能な「炉心変形反応度解析評価手法」（核計算（MARBLE）
／炉心熱流動解析（ASFRE、Super-COPD、CFD）／炉心変形解析（FINAS）の連成解析）（20）と、燃料ピン変

形と健全性評価を行う「燃料集合体挙動評価手法」（燃料集合体内熱流動解析（ASFRE）／燃料ピン変形解析

（BAMBOO）／燃料挙動解析（CEDAR）の連成解析）（21）を整備している。また、最適化を含む炉心設計支

援として、炉心仕様を検討する「炉心設計解析手法」（核計算（MARBLE）／燃料集合体熱流動解析（ASFRE）
／燃料健全性評価（EZLIFE）の連携）、炉心設計解析で暫定される炉心仕様条件の下、プラントの安全評価を

実施する Super-COPD との連携解析手法を整備している（22）。 
原子炉構造分野（熱流動、構造）では、RV 内の熱流動解析と構造解析を組み合わせた、機器・構造設計の

支援を可能とする解析機能の整備を行っている。実証炉においては、崩壊熱除去系として、AOO 及び DBA
対策にホットプレナム（HP）内に冷却器を浸漬させたDRACS（D-DRACS）と 2次熱輸送系を共有する IRACS、
DEC 対応に HP と CP を接続する貫通型 DRACS（P-DRACS）の採用が検討されている（23）。崩壊熱除去時に

は、D-DRACS からの低温 Na と高温の炉心部との相互作用に加え、IHX から CP に供給される低温 Na によ

る炉心熱流動挙動を把握する必要がある。このため、詳細な RV 内の熱流動解析のため、「原子炉容器内多次

元熱流動解析手法（RV-CFD）」（24）を整備している他、機器間の相互作用を考慮するため、Super-COPD によ

るプラント全体挙動と RV-CFD による局所的な熱流動挙動を一度に解析できる連成解析手法を整備している。

商用 CFD コードでは、流体計算だけではなく、体系内の構造部を含めた解析モデル（メッシュ）を設定する

ことができ、共役熱伝達を考慮した流体－構造熱連成解析が可能である。構造表面近傍や構造内部の温度分

布の情報を抽出して、構造解析コード（FINAS）と連携することで、流体と構造との間に保守的な境界条件を

設定することなく、直接的に熱応力評価を実施する機能整備を進めている。 
RV 内における流動適正化評価技術として、炉心での気泡通過による出力変動や IHX での伝熱劣化を防止

するため、HP 内の自由液面からのカバーガス巻込み評価が必要となる。本課題に対し、HP 内の流動場の情

報（流速分布）を得るための CFD 解析手法と、流速分布から、ガス巻込みの有無及びガス巻込み量を評価す

るツール（StreamViewer）（25）の整備を実施している。 
2-4. 安全審査への適用 

現在、実証炉の安全審査対応について、先行例となる「常陽」新規制基準対応の経験を踏まえ、高速炉メ

ーカーと協働で、評価シナリオとその解析に必要な解析コード等の具体化を検討しているところである。な

お、解析コード等の適用性の確認では、「常陽」新規制基準対応での実績、原子力学会の標準「シミュレーシ

ョンの信頼性確保に関するガイドライン：2015」（26）及び「統計的安全評価の実施基準：2021」（27）に整合する

EMDAP（28）の実施手順を基本とし、PIRT による評価シナリオにおける重要現象及び解析モデルの特定と V&V
を実施する。「常陽」新規制基準対応では、事故事象（ULOF、LORL、PLOHS）の評価に商用 CFD コード

（FLUENT）を適用した。このとき、FLUENT の適用にあたっては、内作コードと同様に、PIRT の実施と、
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重要現象と必要な解析モデルの特定を行い、Verification として、CFD コードのベンダーが整理している検証

事例（29）にて解析モデル（使用モデル）の検証の有無の確認と、一部については内作による検証を実施した。

また、Validation として、評価シナリオに含まれる重要現象に適用する解析モデル（乱流モデル等）を含む解

析実績等を調査し、妥当性（個別効果）を確認するとともに、原子力機構で実施したナトリウム試験（PLANDTL）
を対象とした試験解析により妥当性（総合効果）を確認した。今後の実証炉の安全審査に向けて、評価シナ

リオとの特定と関連する妥当性確認問題の設定、使用する解析コードのバージョンと解析モデル等の固定を

前提として、解析結果（妥当性確認としての実績）を第 3 者の審査を経た成果物として蓄積することも妥当

性及び適用性を説明する重要な根拠になると考える。また、一連の解析は、品質保証ガイドライン（30）等に従

って実行され、解析品質を十分に確保する必要がある。 
3. ナレッジ連携解析（熱流動 CFD 技術の資産化） 
今後、高速炉開発経験者の減少や、解析経験者（IT 技術者）の減少に伴う、人材教育、知識継承への対応

が重要となるであろうことが容易に予想される。そこで、解析経験の属人化を防ぎ、多数の解析経験を積極

的に高速炉開発関係者間で共有できる仕組み作り（解析経験の資産化）を進める必要がある。 
図 3 に KMS と VLS との連携（KMS－VLS 連携）（31）の全体構成の概要を示す。KMS－VLS 連携では、解

析条件の設定から、EAS にて KMS から必要な情報及び知識（ナレッジ群）を収集して解析コードの入力デ

ータを作成して VLS で解析を実行し、VLS での解析結果は EAS での妥当性判断を含めて新たな経験知とし

て KMS の「解析データベース（解析 DB）」に格納されることになる。このように、解析毎に経験を蓄積し、

KMS は自己発展する。ARKADIA の KMS に格納される解析経験について、産業界で導入が進められている

SPDM（Simulation Process and Data Management）を参考に、解析経験のナレッジ化（資産化）を目指し、共通

資産として活用することで、AI技術等を活用しながら、膨大な既往知見からの効率的なデータマイニングや、

ARKADIA による解析モデルの自動提案など、解析作業の効率化を図る予定である。具体的に、A）から E）
までの DB 及び機能を整備する。すなわち、A）KMS－VLS 連携機能：VLS との連携及び KMS 内のナレッジ

群を扱うインターフェース、B）施設・試験 DB：解析対象となる施設等の仕様や妥当性確認試験データ等を

含む DB、C）解析モデル DB：各種相関式及び各種物性値を格納した DB、D）解析 DB：既往の解析結果（解

析条件を含む）を経験知として格納する DB、E）「入力データトレイン」：解析条件に合致する入力データの

生成に必要なナレッジ群が配置されたデータファイルを整備する。 
 

 
図 3 KMS－VLS 連携の全体構成イメージ 

 
4. おわりに 
今後の SFR 開発における熱流動 CFD 技術の展開として、ARKADIA における熱流動 CFD 技術を含む解析

評価基盤技術の開発整備を進め、各熱流動解析コードの活用と必要な機能高度化や妥当性確認はもとより、
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ML シミュレーション技術を積極的に活用し、ユーザの目的に沿って、複数の解析コードとの結合によるマ

ルチフィジックス・マルチスケールを含めた連成解析手法の実証炉開発への適用を進めていく。ML シミュ

レーション技術を進化させ、ユーザの目的に応じた必要な詳細度にて、計算機内に SFR プラント全体をモデ

ル化する「プラント全系連携解析手法」（32）の構築を進める。将来的に、これをデジタルツイン技術（33）に拡

張し、資産化した解析経験と合わせて、設計検討段階でのエンジニアリングツインとしてシミュレーション

による設計成立性検討の効率化や、実証炉建設段階や稼働後のデジタルツインとしてそれぞれ性能試験成立

性確認やプラント挙動管理などに適用し、SFR プラント開発の革新を目指した開発を進めていく。 
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